














































The study of the AgriTech and AgriFinance















































　なお、日本再興戦略（2013 年 6 月閣議
決定）は、2023 年までに法人経営体数を













幹的農業従事者数は、2005 ～ 2010 年の 5








が 5,000 万円以上の各階層では 55 歳未満
となっている。
　一方、法人経営体における常雇い人数
























































































































































































































































































































に向けて、2013 年 11 月に研究会を立ち上





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































額は 3,700 万円（特認 1 億円）、融資期間






























25 年以内（据置期間 3 年以内）で、認定
新規就農者が農地等を取得する場合で、融






















限度額は、個人が 3 億円（特認 6 億円）、
法人が 10 億円（同 20 億円）で、このうち
経営の安定化のための資金の融資限度額は






































































金 25 年以内（うち据置期間 5年以内）、関



















































































































































































































































































































































でみると、2017 年 2 月 1 日現在で 125 万
8,000 経営体で、前々年に比べ 8.7％減少、
前年に比べ 4.6％減少した 25。このうち、
組織経営体数は 3万 4,900 経営体で、前々
年に比べ 5.8％増加、前年に比べ 2.6％増加
し、農産物の生産を行う法人組織経営体は
2 万 1,800 経営体で、前々年に比べ 15.3％
増加、前年に比べ 4.8％増加した。
　また、農業経営体の 1経営体当たり経営




























図 4　　農業経営体の 1 経営体当たり経営耕地面積（全国、北海道、都府県）
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　2017 年 10 月 13 日現在で各地の地域金
融機関、メガバンクや事業会社等の出資者
とA-FIVE により設立したサブファンド
は、総数 48､ 設立総額は 695 億円、うち
A-FIVE 出資分 347.5 億円となっている。
また、サブファンドから 6次産業化事業体
への投資の状況は 118 社、74.6 億円（うち
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